
 

【統-10】［事業統合（垂直統合）］ 

岩手中部水道企業団 

 

1 基本情報 

(1）都道府県 岩手県 

(2）事業体名 岩手中部水道企業団 

(3）広域連携の形態 事業統合 

(4）広域連携実現年月 平成 26 年４月 

(5）広域連携実現までに要した期間 平成 16 年１月～平成 26 年３月（10 年２ヶ月） 

(6）広域連携前の事業体等 ２市１町１企業団 

北上市、花巻市、紫波町、岩手中部広域水道企業団 

(7）直近の認可 目標年度 令和 10 年度 

計画給水人口 213,032 人 

計画一日最大給水量 81,280ｍ3/日 
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図１ 位置図（統合前） 
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2 広域連携の概要 

2.1 広域連携(計画)の内容 

・ 岩手中部地域における恒久的な安定給水や効率的な施設利用を早期に実現させることを前提に

水源の統廃合・水融通計画に基づき、老朽化の進む小規模地下水源等の施設は廃止し、ダムや表

流水等の安定水源とした施設を中心に再構築を行う。 

 ・ このためには、水源水量が安定かつ豊富で、標高の高い位置に施設があり、送配水に最も有利

な条件にある岩手中部浄水場の有効利用を計画の前提として、圏域全体の施設整備計画を作成す

る。 

 ・ また、現状で水量の確保等で喫緊の課題を抱えている花巻市東和地区、紫波町の小規模地下水

水源施設の老朽化等については、最優先に対策を行うこととする。 

 ・ 整備すべき施設の概要は次のとおりである。 

➢ 岩手中部浄水場を有効活用するために必要な施設の整備として、浄水施設の更新・耐震化、

送水施設、配水池の整備を行う。 

➢ 花巻市東和地区の水量不足は深刻であり、早期解消のため、暫定案として、北上市からの送

水（北上川高区配水池経由）を行うための施設整備（送水施設・配水池の新設）を行う。 

➢ 小規模地下水源施設の老朽化が進む紫波町へは、岩手中部浄水場からの送水を増量するため

の受水施設として片寄配水池増設の整備を行う。 

➢ 紫波町においては、老朽化が進みクリプトスポリジウム対策等が必要となっている古館揚水

場の更新整備（浄水場化：DBO 方式）を行う。 

➢ 北上市の和賀川系水源の有効活用により、北上市で余裕がでた岩手中部浄水場からの送水を

北上市外へ融通運用する。このためには休止中の和賀川系水源を再開するための施設（紫外線

消毒設備）の整備が必要となる。 

➢ 岩手中部浄水場の圏域での安定運用に向け、送水管ループ化のための管路整備を推進する。 

 

2.2 広域連携(実績)の内容 

本計画については、基本的に当初計画の目的に基づき施設整備を実施した。ただし、より効果的

な水運用、位置エネルギーを活かした送水が可能である岩手中部浄水場の最大限活用、今後の総配

水量減少を踏まえた浄配水施設のダウンサイジングを行うことを目的に以下の内容について計画変

更を実施。 

  ➢ 統合浄水場建設、赤沢浄水場増設、新三竹堂配水池建設を中止 

➢ 広域ループ管のルート変更、大明神浄水場の機能増強等を計画 

 

 

3 施設の統廃合及び再構築計画の概要 

3.1 計画の方針 

・ 岩手中部地域における恒久的な安定給水や効率的な施設利用を早期に実現させることを前提に

水源の統廃合・水融通計画に基づき、老朽化の進む小規模地下水源等の施設は廃止し、ダムや表

流水等の安定水源とした施設を中心に再構築を行う。 

・ このためには、水源水量が安定かつ豊富で、標高の高い位置に施設があり、送配水に最も有利

な条件にある岩手中部浄水場の有効利用を計画の前提として、岩手中部地域全体の施設整備計画

を作成する。 
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・ また、現状で水量の確保等で喫緊の課題を抱えている花巻エリアの東和地区、紫波エリアの小

規模地下水水源施設の老朽化等については、最優先に対策を行う。 

 

3.2 計画の概要 

   施設の統廃合及び再構築計画は次の通りである。（詳細は図２～３参照） 

   また、計画スケジュールは、図４の通りである。 

 

施設区分 計画内容 

水源及び取水施設 統合前 36箇所→統合後 24箇所 （△12 箇所） 

浄水場 統合前 34箇所→統合後 23箇所 （△11 箇所） 

配水池または配水場 統合前 86箇所→統合後 89箇所 （ ３箇所） 

送水施設(ポンプ場) 統合前 65箇所→統合後 66箇所 （ １箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 水源統廃合・水融通の基本的な考え方 

（出典）「岩手中部水道広域化事業計画（平成 24 年２ 月）概要版」 
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3.3 検討手法 

・ 計画期間における水需要予測を行い、計画規模を決定。なお、人口推計はコーホート要因法、

水需要の推計は水需要量を用途別に分類し、各用途別有収水量の平成 13 年度から平成 22 年度ま

での実績給水量のデータをもとに時系列傾向分析によって将来水量を各々予測し、これらの総和

をもとにして計画一日平均給水量、および計画一日最大給水量を算定。 

・ 水利権の取り扱いスケジュールを踏まえ水源の統廃合、水融通は平成 26 年度以降に行うことを

前提に、水需要予測結果および水源の統廃合・水融通の考えに基づき、平成 36年度までの事業計

画期間における水収支について、水源別配水計画として検証を実施。 

・ 施設整備計画の策定にあたっては、恒久的な安定給水や効率的な施設利用を早期に実現させる

ことを前提に、水源の統廃合・水融通計画に基づき、老朽化が進行する小規模地下水源等を廃止

し、ダムや表流水等の安定水源とした施設を中心に再構築計画を検討。 

・ 旧企業団および構成市町それぞれにおいて、広域統合（以降、統合）および事業体ごとに事業

経営を継続した場合（以降 単独）を財政計画のシミュレーションにより比較した。 

 

図－５ 施設の再構築計画検討フロー 

 

3.4 計画検討の際に生じた課題及び対応策 

  統合前のそれぞれの団体が平成 20 年度に策定した「地域水道ビジョン」、「岩手中部広域化基本構

想」（平成 22 年度策定）、「岩手中部水道広域化事業計画」（平成 23 年度策定）を基に事業を進めて

いたが、統合後に１つの団体として事業を進める中で見えてきた新たな課題に対応するため平成 27

年度に水道ビジョンを策定し、施策の修正を行った。 

 

3.5 計画変更の方針及び概要 

・ 基本的に当初計画の目的に基づき施設整備を実施した。ただし、より効果的な水運用、位置エ

ネルギーを活かした送水が可能である岩手中部浄水場の最大限活用、今後の総配水量減少を踏ま

えた浄配水施設のダウンサイジングを行うことを目的に以下の内容について計画変更を実施。 

・ 水需要の減少に対応するため、統合浄水場の建設中止。 

・ 新堀浄水場への紫外線処理設備の設置を中止し、大迫中央浄水場からの送水に切り替え 

・ 水源の再評価の結果、廃止予定であった大明神水源（滅菌処理のみ）に緩速ろ過設備を設置

し、低廉な浄水処理と危機管理体制の両立を図る。 

・ 平常時や施設更新時、災害時にも効果的に機能するように、広域ループ管のルートを変更。

ループ管の早期構築を図る。 
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 ・ 変更計画は次の通りである。（詳細は図５参照） 

また、計画スケジュールは、図６の通りである。 

 

施設区分 当初計画内容 変更計画内容 

水源及び取水施設 統合前 36 箇所→統合後 24箇所  

（△12箇所） 

統合前 36 箇所→統合後 23箇所 

（△13箇所） 

浄水場 統合前 34 箇所→統合後 23箇所 

 （△11 箇所） 

統合前 34 箇所→統合後 21箇所 

（△13箇所） 

配水池または配水場 統合前 86 箇所→統合後 89箇所 

 （ ３箇所） 

統合前 86 箇所→統合後 76箇所 

（△10箇所） 

送水施設(ポンプ場) 統合前 65 箇所→統合後 66箇所 

 （ １箇所） 

統合前 65 箇所→統合後 64箇所 

（△１箇所） 

 

3.6 実施の際に生じた課題及び対応策 

該当事項は特になし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 施設整備変更計画図 

（出典）「岩手中部水道企業団水道ビジョン（平成 28年３月）」 
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4 広域連携による効果 

4.1 広域連携により生み出される効果［計画策定時］ 

ａ）安定水源の確保と水資源等の経営資源の共有化（指標による評価） 

項 目 内   容 

評価項目 安定水源の割合 

評価期間 平成 23 年～平成 36年(14 年) 

評価手法 単独経営と広域連携後における安定水源と不安定水源の水源

依存度を算定し、その差分を効果とする。 

評価結果 22.1 ポイント 

 

ｂ）施設余剰能力の有効活用による施設の効率的運用（指標による評価） 

項 目 内   容 

評価項目 施設利用率 

評価期間 [北上市対象] 連携前:平成 21 年、連携後:平成 36年(予測値) 

評価手法 単独経営と広域連携後の施設利用率を算定し、その差分を効果

とする。 

評価結果 19.1 ポイント 

 

項 目 内   容 

評価項目 最大稼働率 

評価期間 [紫波町対象] 連携前:平成 21 年、連携後:平成 36年(予測値) 

評価手法 単独経営と広域連携後の最大稼働率を算定し、その差分を効果

とする。 

評価結果 △6.7 ポイント 

 

ｃ）災害・事故等の緊急時対応力強化（バックアップ機能の強化）（指標による評価） 

項 目 内   容 

評価項目 基幹送水管破損時の影響人数 

評価期間 － 

評価手法 岩手中部浄水場の既存送水管が破断した場合、広域ループ管

の整備の有無により断水人口を比較。 

評価結果 △47,144 人 
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ｄ）事業統合による費用削減（費用削減効果） 

項 目 内   容 

算定期間 平成 23 年～平成 36年（14 年） 

算定手法 企業団及び構成市町において、事業統合後及び単独経営を

継続した場合における財政計画シミュレーションを実施

し、収益的支出の差分を経済効果として算定。 

効果算定 

対象費目 

建設改良費，維持管理費，人件費，その他(減価償却費、支払

利息、企業債償還金等) 

評価結果 2.1％ 

      ※ 評価結果のプラス値は「削減」、マイナス値は「増高」を示す。 

 

ｅ）組織、職員体制の強化、技術継承（定性的効果） 

ｆ）スケールメリットを生かした事業運営による圏域での均一サービスの提供（定性的効果） 

 

4.2 広域連携により生み出される効果［計画変更時］ 

ａ）安全で安心な水道水の安定的な供給（指標による評価） 

項 目 内   容 

評価項目 施設利用率・最大稼働率 

評価期間 平成 21 年～平成 29年(９年) 

評価手法 統合前後の施設利用率・最大稼働率を比較し、その差分を効果

とする。 

評価結果 施設利用率：12.2 ポイント 最大稼働率：△21.27 ポイント 

 

ｂ）管路の適正管理（指標による評価） 

項 目 内   容 

評価項目 有収率 

評価期間 平成 21 年～平成 29年(９年) 

評価手法 事業統合前後の有収率を比較し、その差分を効果とする。 

評価結果 効  果 北上市：7.9 ポイント，花巻市：7.7 ポイント，

紫波町：0.9 ポイント 

 

ｃ）健全な財政運営（指標による評価） 

項 目 内   容 

評価項目 経常収支比率 

評価期間 平成 21 年～平成 29年(９年) 

評価手法 統合前後の経常収支比率を比較。その差分を効果とする。 

（統合直前に経常収支比率が 100％を下回り、赤字団体が２団

体あったが、統合時の料金改定と経営の効率化に取り組んだこ

とより 100％を上回っている。） 

評価結果 4.6～21.0 ポイント 
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項 目 内   容 

評価項目 留保資金残高・企業債残高 

評価期間 平成 21 年～平成 29年(９年) 

評価手法 統合前後の留保資金・企業債残高を比較。その差分を効果額と

する。 

評価結果 
留保資金：4,839 百万円増加 

企業債 ：3,222 百万円削減 

  

ｄ）施設の耐震化 

項 目 内   容 

評価項目 浄水施設の耐震化率 

評価期間 平成 25 年～平成 29年(５年) 

評価手法 統合前後の浄水施設の耐震化率を比較。その差分を効果とす

る。 

評価結果 46.7 ポイント向上 

 

ｅ）水道料金徴収業務の包括的民間委託（費用削減効果） 

項 目 内   容 

算定期間 平成 26 年～平成 31年（６年） 

算定手法 統合前の料金徴収業務費用の合計額（平成 23年実績値）と

契約額の差額を費用削減効果額とする。 

効果算定 

対象費目 

人件費 

評価結果 9.1％ 

      ※ 評価結果のプラス値は「削減」、マイナス値は「増高」を示す。 

 

ｆ）財務会計システムの統合 

項 目 内   容 

算定期間 平成 26 年～平成 30年（５年） 

算定手法 統合前の４団体の経費の合計額と統合後の経費を比較し、

費用削減効果額とする。 

効果算定 

対象費目 

維持管理費 

評価結果 48.6％ 

      ※ 評価結果のプラス値は「削減」、マイナス値は「増高」を示す。 

 

ｇ）人材育成と技術基盤の強化（定性的効果） 
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5 その他特筆すべき事項 

平成30 年度に事業統合による効果や企業団の現状を検証するとともに、経営計画に影響を及ぼ

すような大規模事業の必要性や効果について客観的な評価を行うため、第三者による外部評価を行

い、フォローアップを実施している。 

 

6 参考資料 

事業体名 論文タイトル 著者※代表者のみ 

（所属） 

収集文献 ページ 

番号 

関連 

事例 

岩手中部水道

企業団 

岩手県中部水道企業団統

合 5年目の効果分析と外

部評価の実施－定量的分

析及び定性的分析による

評価－ 

菊池 明敏

(岩手中部水

道企業団) 

平成 30 年度全国

会議（水道研究発

表会）講演集 

pp.102-103 統-10 

岩手中部水道

企業団 

垂直・水平統合における

部分最適化と全体最適化 

小原 太吉

(岩手中部水

道企業団) 

平成 29 年度全国

会議（水道研究発

表会）講演集 

pp.114-115 統-10 

岩手中部水道

企業団 

広域化における小規模水

源の可能性－良質な水源

がもたらすもの－ 

千葉 章世

(岩手中部水

道企業団) 

平成 29 年度全国

会議（水道研究発

表会）講演集 

pp.168-169 統-10 

岩手中部水道

企業団 

岩手県中部水道企業団広

域統合の効果－統合から

3年間の検証－ 

菊池 明敏

(岩手中部水

道企業団) 

平成 29 年度全国

会議（水道研究発

表会）講演集 

pp.170-171 統-10 

岩手中部水道

企業団 

水道ビジョン策定による

広域化事業計画の見直し

－統合後に見えた本当の

ビジョン－ 

千葉 章世

(岩手中部水

道企業団) 

平成 28 年度全国

会議（水道研究発

表会）講演集 

pp.156-157 統-10 

岩手中部水道

企業団 

岩手中部地域の広域化に

よる垂直・水平統合

（Ⅰ）－岩手県中部水道

企業団の創設－ 

菊池 明敏

(岩手中部水

道企業団) 

平成 26 年度全国

会議（水道研究発

表会）講演集 

pp.42-43 統-10 

岩手中部水道

企業団 

岩手中部地域の広域化に

よる垂直・水平統合

（Ⅱ）－広域化統合によ

るダウンサイジング－ 

小田嶋 明

彦(岩手中部

水道企業団) 

平成 26 年度全国

会議（水道研究発

表会）講演集 

pp.44-45 統-10 

岩手中部水道

企業団 

岩手中部地域の広域化に

よる垂直・水平統合

（Ⅲ）－簡易水道事業統

合と広域化－ 

千葉 章世

(岩手中部水

道企業団) 

平成 26 年度全国

会議（水道研究発

表会）講演集 

pp.46-47 統-10 
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岩手中部水道

企業団 

岩手中部地域の広域化に

よる垂直・水平統合

（Ⅳ）－広域化統合によ

る料金業務の最適化－ 

小原 太吉

(岩手中部水

道企業団) 

平成 26 年度全国

会議（水道研究発

表会）講演集 

pp.48-49 統-10 

岩手中部水道

企業団 

岩手中部水道企業団の設

立について 

菊池 明敏

(岩手中部水

道企業団) 

水道 第 59 巻 第

4 号  

pp.14-23 統-10 
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